
















































































































































































































































































































































開示手数料 公文書の種類 金　　額 徴収時期の区分


















写しの交付 文書，図画及び写真 1件名（薄冊に 写しの交
の場合 あつては1冊） 付のと
につき200円にき。
写し1枚につき
40円を加えて得
た金額
備考
　1　件名とは，事案決定手続き等を1にするものをいう。第10条の規定による公
　文書の一部開示の場合においても，同様とする。
　2　閲覧に引き続いて，当該閲覧に係わる公文書の写しを交付する場合において
　は，当該閲覧及び写しの交付に係わる開示手数料は，写しの交付の場合の開示
　手数料によるものとする。
　3　写しを交付する場合は，原則として日本工業規格B列4番による用紙を用い
　るものとし，他の大きさの用紙を用いたときの写しの枚数は，日本工業規格B
　列4番による用紙を用いた場合の枚数に換算して算定する。
その2　東京地裁での住民訴訟における意見陳述
　　　　　（1991．7．11）
　原告の一人の佐藤昭夫です。私たちがこの差止め請求訴訟をなぜ起こ
したのか，なにを求めているのか，法律的に詳しくは代理人から陳述さ
れますが，審理をはじめるに当たって，簡単にでも直接その気持ちをお
聞きいただきたいと思います。
　一　臨海部に企業を進出させ，超高層ビルを林立させる東京都のこの　『　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　七　　契約は，広範な住民の生活環境を，ほとんど救いがたく悪化させる　八
　　1　悪影響の広範さ
　東京都の臨海部開発計画が東京の一極集中を加速させ，大気汚染，交
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11
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　通渋滞，水やゴミ・排熱等の問題を引き起こし，また液状化の危険をは
　じめ災害時の安全に極めて大きい問題のあることは，これまでさまざま
　な人びとによって指摘されています。それは現在では，以前に計画推進
　の立場に立っていた人びとによっても，意識されているところです。た
　とえば，今月4日の臨時行政改革推進審議会（第3次行革審）第1次答
　申でも東京一極集中の是正がいわれ，「東京臨海部副都心開発など」につ
　いて，「東京圏への機能集中抑制の観点から」関係自治体と協議するとさ
　れました。また5月に開かれた日米沿岸域セミナーで早稲田大学理工学
　部・尾島俊雄教授らの専門家が「引き返す勇気を持とう」という緊急提
　言で，東京の直面する難題の解決に共に知恵を絞ること，副都心計画地
　の大部分が都有地であるという条件を生かし，自然環境の回復を追求す
　べきことを主張しています。こうした詳細を繰り返すのはやめます。
　　しかしここでとくに指摘しておきたいのは，現計画による被害が及ぶ
　のは，単に臨海部周辺の住民に限ったことではないということです。
　　私は汐留駅跡地の民主的利用を求める会の幹事をしていますが，この
　会の活動の一環として昨年10月，跡地利用計画の市民提案展というのを
　開きました。そこで会としては，現在の東京において，都民の人間らし
　い生活にとり必要な，汐留に最もふさわしいものとして「水と緑に囲ま
　れた自由広場構想」を発表しました。しかしこの構想も，汐留だけでは
　完結しない。同じく原告の一人である千代崎さんが指摘されたのですが，
　東京湾から海風の入ってくる通り道に緑の地域を配し，それをつなげた
　緑のネットワークを作る必要がある。それが海を生かし，東京の温暖化
　現象に対処するための一つの条件であるとして，これを「風の谷のナウ
『　シカ構想」と名付けました。先にあげた尾島氏の緊急提言でも，都市の
七
七　水辺の森林は，巨大都市の肺臓の役割を果たすといっています。臨海部
　の超高層ビル群は，この海風の道をふさいでしまう。それによるいわゆ
　るヒートアイランド化現象の加速，その被害は，臨海部周辺の住民だけ
　　12
　　　　　　　　東京臨海部開発に関する公文書開示請求ならびに住民訴訟
　　　　　　　　における意見陳述
でなく，東京のすべての地域，あるいは関東平野の全住民に及ぷという
ことであります。
　　2　その永続性・不可逆佳
　しかも東京都の進出企業との契約によって，この甚大な被害は，半永
久化し，ほとんど不可逆的となります。土地基本法2条は，「土地は，現
在及び将来における国民のための限られた貴重な資源である」とうたっ
ています。こうした臨海部の貴重な土地が，進出企業に30年にわたって
貸し付けられ，その期間は更新できることとされます。こうなると，地
震による液状化により，莫大な犠牲をともなって廃塘と化したあとでも
なければ，もうやり直しはきかない。現在だけでなく将来の国民の生活
環境が，大きく傷つけられて，と1）かえしがっかなくなる。「回復困難な
損害を生ずる」ということであります。
　　二　しかもその行為が，なんら関係住民の意見を反映することなく
　　行われようとしている
　こうした重大な影響を及ぼすことがらの決定については，できるだけ
多くの人びとの英知を集めて，最も合理的，適切なものにすべきことは
当然です。土地基本法は，「土地は，その所在する地域の自然的，社会的，
経済的及び文化的諸条件に応じて適正に利用されるものとする」（3条）
とし，国及び地方自治体はそのための土地利用計画を策定すること，そ
してその場合に「住民その他の関係者の意見を反映させるものとする」
（11条）と規定しています。
　ところが今回されようとしている土地貸付は，知事周辺の少数の人び
とによって決定され，住民の意見を反映できる合理的な論議により決め
られたものではありません。議会の多数が，住民には理解できないよう　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主
な経過のままそれを認めても，「議会の」ではなく，「住民の」意見を反　ハ
映させたことにはなりません。また，都の幹部で作った委員会で検討し
てみても，「住民の」意見を反映させえないことは，すでに実証済みです。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13
　　早法67巻1号（1991）
　こうしたやり方は，民主主義の原則，自然的正義に反するだけでなく，
　土地基本法にも違反する違法な行為であり，ますます許しがたいといわ
　なければなりません。
　　　三加えて，かりに企業への貸付け自体の違法性を問わないとして
　　　　も，進出企業をコンペ（提案競技）で公募しながら，その選定過
　　　　程が全く都民の眼から隠されたままである
　　今回の進出企業の選定については，さまざまな疑惑が報じられていま
　す。その一いちの真偽はさておき，そのような疑惑の生じる根源は，応
　募企業名も，そして選に落ちた応募案を含めて，その選定過程がすべて
　密室での決定だということにあります。
　　この裁判も，公開されています。憲法が裁判の公開を規定したのは，
　それがその公平性を担保する絶対の条件であるからのはずです。東京都
　も情報公開の条例をもっています。それなのに私たちがこの条例によっ
　て進出企業の選定過程に関する公文書の開示を求めたところ，都はそれ
　を開示しないと通知してきました。
　　都がその理由とした一つは，「応募企業の競争上又は事業運営上の地位
　その他社会的な地位が損なわれる情報」であるということです。しかし，
　この情報公開は，都の主権者である都民が，応募案についての都の審査
　決定自体が適正か否かを検討，判断するために必要だから求めたもので
　す。その公表は，落選企業にとっても，いわば都民による再審の機会を
　得ることになり，公正な競争を担保するものであるはずです。それを否
　定するのは，密室における都の決定を，都の決定だから正しいと強弁す
　るものであり，公平性を自ら放棄するものといわなければなりません。
一　さらに都は，「臨海副都心開発・東京フロンティア推進会議」ならびに「東
七
五京都臨海副都心用地管理運用委員会」の議事録を文書不存在と言う理由
　で不開示としています。これはもう，たんに手続きとして不適切，不当
　というに止まらず，都が積極的にその公平性を立証しない限り，その決
　　14
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定内容の公表に耐ええないほどの不当性を，強く推定させるものです。
　っいでながら，この開示請求を審査する東京都公文書開示審査会の委
員には，最近，地産グループの株取引にからんで弁護士法違反容疑で逮
捕されな，並木俊守氏も加わっていたことを付言しておきます。
　　四　さらにこの契約は，財政的にも都民に大きな負担・犠牲を強い，
　　　進出企業に莫大な利権をあたえるものである
　しかもこの土地の貸付は，時価よりも異常に低い価額で行われること
になっています。そして基盤整備や交通アクセスのために投じられる費
用，都民負担は，数兆円に達します。それはまるで都民に，縄をない，
その縄で自分の首をしめさせるようなものではないでしょうか。
　　五裁判官に対する国民の期待
　1昨年11月に来日したフランスのポントワーズ大審裁判所所長ピエー
ル・リオン＝カーン氏は，その講演のなかで，裁判官の任務とは，最も
弱い者の権利を完全に護り，最も強い者たちを共通のルールに従わせ，
かっ現行憲法典の文言に従えば，個人の自由の保障者たることだ，と語
っています。日本国民の裁判官に対する期待も，このことに尽きます。
　東京都はなぜさきに述べたように都民の生活と利益都自身の利益を
害する，違法・不当な土地貸付を行おうとするのか。法廷での都知事の
卒直な答弁を求めます。都もまた法を守り，民主主義共通のルールに従
って町づくりを行わなければならない。この正義を，本法廷が実証して
くださることを願って，私の意見陳述を終わります。
付訴状
住所　　　大田区南雪が谷4－7－15
　　　原告 藤　　田　　敏　　夫
??
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　　　住所　　　板橋区加賀1－4－8－303
　　　　　　原告　　　　　　　千代崎一夫
　　　住所　　　北区桐ヶ丘1－2E36－407
　　　　　　原告　　　　　　　　　　　　　新　　井　　啓　　一
　　　住所　　　北区赤羽西1－14－6
　　　　　　原告　　　　　　　　　　　　　佐　　藤　　昭　　夫
　　　住所　　　港区三田2－7－9－1001
　　　　　　原告　　　　　　　　　　　　　北　　田　　芳　　治
　　　住所　　　世田谷区深沢2－10－28
　　　　　　原告　　　　　　　　　　　　　五　十　嵐　敬　喜
　　　住所　　　国分寺市東恋が窪4－14－5
　　　　　　　　　　　　　　第3荒田レジデンス206
　　　　　　原告　　　　　　　　　　　　　　内　　田　　勝　　一
　　〒107　　　東京都港区赤坂2丁目2番21号　永田町法曹ビル2階
　　　　　　　　東京合同法律事務所　電話　3586－3651
　　　　　　　　　　右原告ら訴訟人代理人
　　　　　　　　　　弁護士　　 前川雄司　　　　　　　　　　　同　　　　　　　　　　日　　置　　雅　　晴
　　〒163－01東京都新宿区西新宿2丁目8番1号
　　　　　　　　　　　被告　　東京都知事　　鈴　　木　　俊　　～
　　　　　住民訴訟による契約差止請求事件
　　　　　　訴訟物の価格　　金95万円
　　　　　　貼付印紙額　金8200円
七＝　　　　　　　請求の趣旨
　　1　被告東京都知事鈴木俊一は別紙物件目録記載の各土地にっいて別紙契約相手方
　　目録記載の者に対する土地賃貸借契約を締結してはならない。
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との判決を求める。
請求の理由
第1　当事者
　原告はいずれも東京都の住民である。
　被告東京都知事鈴木俊一（以下都知事という）はいわゆる東京湾臨海部の都有地に
つき東京テレポートタウン（臨海副都心）の建設を計画し，その一端として別紙物件
目録記載の各土地（以下本件土地という）につき平成2年5月に進出希望者の公募を
行い，平成2年11月9日進出企業を別紙契約相手方目録記載のとおり決定した。
　決定企業とはそれぞれ別紙契約価格目録記載の価格で都有地の賃貸借契約（借地権
の設定契約）（以下本件契約という〉が本年6月頃に締結される予定である。
第2　本件土地賃貸借契約の問題点
　本件契約は東京都が1990年に実施した「第1回東京テレポートタウン進出希望者公
募」（以下，本件公募という）に関するものである。
　本件公募は，東京都知事が進めようとしている「東京都臨海副都心開発計画」（以下，
臨海副都心開発計画という）の一環として，台場地域・有明南地域・青海地域の合計
18の区画，面積合計23万6971平方メートル・約7万1800坪への進出企業を事業計画提
案競技方式（いわゆるコンペ方式）により選定するとされたものである。
　　①臨海副都心開発計画の都政上の問題点
　東京都知事が現在進めようとしている臨海副都心開発計画は，総工費が8兆円とも
言われ，これは都の平成元年度の予算（一般会計・特別会計）にほぼ匹敵し，韓国の
国家予算の約2倍にも当たると言われる巨額の支出を要する，世界的にも類例のない
大規模開発事業である。
　しかも，総工費がこの数字でおさまる保証は何もなく，関連支出がさらに膨らむこ
とは確実視されており，東京都の財政ひいては都民の生活に与える影響は絶大なもの
がある。
　また，この臨海副都心開発計画は，東京駅からわずか5～6キロの場所にある418ヘ
タタール・約125万坪という広大な埋立地…東京都有地（以下，本件都有地という）に，
東京テレポートを中核とする就業人口11万人・居住人口6万人の巨大な新都市を開発
するというものである。
　それは，都民の共有財産である広大な都有地を利用・処分するものであるうえ，都
民の生活や環境，都政全般に重大なインパタトを与える大規模開発事業であるため，　一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　七今や都政の最重要問題の一つとなっている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　二
　それだけに，この臨海副都心開発計画については，東京一極集中を一層促進し，地
価高騰の激化，通勤地獄や交通混雑の悪化，大気汚染その他の環境悪化，災害の危険
等の欠陥を指摘する意見や，大企業本位・都民不在の計画であるとか大企業の利権争
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　　いによる腐敗を指摘する声，さらには計画そのものの中止を求める意見も多数出され
　　ている状況にある。
　　　②本件公募の都改上の問題点
　　　本件公募の土地利用件条件は賃貸借契約方式（貸付期問30年・更新可能）とされて
　　いるから，言わば半永久的使用権である借地権を設定するものであり，都有地の処分
　　にあたるものである。
　　　そして，東京駅から5～6キロという地理的条件からすれば，臨海副都心開発計画
　　が都財政を大量に投下して建設を予定している交通アタセスその他の都市基盤が整
　　備されれば，本件都有地がまさに東京都心の超一等地になることは確実であ1），進出
　　企業は莫大な開発利益及び都市機能集積の利益を独占することができる。
　　　しかるに，本件公募は借地方式を採ったうえ，権利金や賃料の算定の基礎価格を業
　　務用地でも1平方メートル当り200～300万円（1坪当り660～990万円）程度に設定し，
　　東京都心の地価の現状からすれば破格の安値を付けている。
　　　しかも，借地権割合を5割として権利金を算出しているので，高層ビル用地の借地
　　権割合が一般に8割程度とされていることからすれば，これまた破格に安い権利金と
　　なっている。
　　　このように，本件公募の土地利用条件は，一方で莫大な開発利益・集積利益を独占
　　させるものであるにもかかわらず，二重・三重に低廉な土地取得条件を進出企業に保
　　障するものであって，都民の共有財産である本件都有地と都民の多額の税金をもとに
　　莫大な利権を企業に提供する構図となっているのである。
　　　このため，本件公募には国内・海外から延べ394社が殺到し，単独企業案と企業グル
　　ープ案を合わせて77件の応募案が提出された。
　　　応募案の審査方法は，臨海副都心開発・東京フロンティア推進会議，臨海副都心用
　　地管理運用委員会，都市づくり委員会の審査・審議等を経て決定するとされていたが，
　　東京都はその選考過程を一切公表していない。
　　　ところが，その選考過程中に，銀行や政治家や都幹部の介入を匂わす怪文書が相次
　　いだ。しかも，昨年11月9日に当選企業が発表された際，その選考過程に関与した委
　　員からも意外との声があがったことが報道された。
　　　前述のように莫大な利権が絡むだけに，応募企業間の競争は激烈であったことは確
　　実である。それだけに，選考過程を一切公表しないのでは，都民の監視及び参加によ
　　って選考の適正・公平を確保することもできず，事後的にチェッタすることもできな
　　いのであるから，都民から疑惑を持たれても当然のやり方と言わなければならないの
一　であり，このような選定方法により一般競争入札を回避できるのであれば地方自治法
七一　の一般競争入札を原則とする自治体の契約方法を骨抜きにするものに他ならない。
　　　なお，付言するとこの審査過程に関する文書については2つの市民団体より東京都
　　情報公開条例により情報公開の請求がなされているが，東京都はほとんどの文書を非
　　公開とし，あるいは重要な審査過程に関し文書を作成していないと回答している。
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　このように本件契約はそもそもの計画内容，契約先の選考過程，契約価格いずれの
点においても東京都民に著しい損害を与え，一部企業に莫大な利益を与えるものであ
る。
第3　本件土地賃貸借契約の違法性
　このような問題を抱える本件契約にっいては，法律的には次のとおり地方自治法に
違反する違法なものということができる。
　①本件契約方法の違法性
　地方自治法234条は地方自治体の契約については一般競争入札を原則とし，指名競
争入札，随意契約等による契約を行う場合は例外として政令の定める場合に限定して
いる。
　これは一般競争入札によらない契約は制度的に契約先及び契約内容に関し，公正さ
が必ずしも保障されないのでそのような問題の生じない場合等に限定する趣旨であ
る。
　本件契約は事業計画提案競技方式（いわゆるコンペ方式）によって契約先を選定し
ているが，このような地方自治体の契約に関する原則を考えると，仮にコンペ方式を
採用したとしてもその契約先選定作業については基準を明示し，応募案の内容及び審
査過程を公開することが必要となる。
　現にこれまで東京都では，新都庁舎設計，東京国際フォーラムの設計，都有地の土
地信託など，従来，都が実施してきたコンペは，いずれも応募企業とそのプランを全
て（不採用の応募案や企業名，応募案に対する評価も含めて）公表してきたのであ1），
本件公募だけが例外である。
　東京都以外でも自治体がプランを公募する場合は，応募案に付いて公開されるのが
通例である。
　東京都は東京都臨海部副都心用地開発規則6条で用地の長期貸付は公募によって
行うと定め，第1回東京テレポートタウン進出希望者審査要領の中で応募案について
の審査及び審査の記録は公開しないと定めているのであるが，地方自治法が一般競争
入札を原則とし，それ以外の方法に制限を加えた立法趣旨から考えると，公募を手段
としつつ，その審議過程を公表しないということを条例でもない審査要領で定めるこ
と自体違法と言うべきであり，それに従い審査過程を公表しないで行われた契約先の
選定もまた違法と言うべきである。
　このような手続き的公正さが保障されていない選定方法による本件契約は，地方自
治法234条2項に違反する違法なものである。　　　　　　　　　　　　　　　　　一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　七
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〇　　②本件契約価格の違法性
　本件契約価格は前述したように時価より大幅に安い価格を基準とし，しかも借地権
割合を5割と設定することで，借地権価格としては通常の借地権価格の3分の1程度
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の価格となる。
　公共施設や公共交通機関，公営住宅など公共的性格を有する場合ならばともかく，
本件契約の締結先及び事業内容は一般企業であを），収益事業を計画しているのである
からこのような安い価格での契約締結は東京都の財産を不当に処分するものであり，
とうてい適正な対価ということはできない。
　この点については本件契約価格は東京都臨海部副都心用地開発規則4条1項の用
地の処分にかかる予定価格は適正な価格により設定した額をもって定めなければな
らないという規定及び，地方自治法237条2項の適正な対価なくしてこれを譲渡し，若
しくは貸し付けてはならないとの規定に違反する違法なものである。
　本件契約には，このように極めて重大な違法性があり，しかも本件契約は土地の借
地権を設定する契約であり，契約が締結されれば半永久的に土地の利用権は借地権者
に移るのであり，都民の貴重な財産である都有地がほぼ永久に失われることになり，
東京都にとって回復困難な損害を生ずることは明らかであるので早急に契約を差し
止めるべきである。
第4　監査請求とこれに対する不服
　　　原告らは1991年4月2日東京都監査委員にたいし，本件契約の差止を求める監査請
　　求（東京都職員措置請求）を申し立てた。
　　　ところが東京都監査委員は4月30日に原告らから意見の陳述を受けることなく請
　　求を却下する旨の監査結果を出した。
　　　その理由は本件契約については，現時点では不確定であり，当該契約の締結がなさ
　　れることが相当の確実さをもって予測される場合にあたらないので監査請求として
　　不適法というものである。
　　　右監査結果は，第1に請求人に陳述の機会を与えないで行ったものであり，手続き
　　的に地方自治法242条5項に違反する違法なものである。
　　　第2に右監査結果は本件契約について，現時点では不確定であ「）監査請求の対象と
　　ならないと判断している。
　　　しかし，本件契約は東京都臨海部副都心用地開発規則6条の規定により公募され，
　　公募案を審査した上で当選企業を選定したものである。
　　　東京都臨海部副都心用地開発規則上は公募によらない臨海部用地の長期貸付は行
　　えないのであるから，都知事としては計画を進行する以上は当選企業と契約を締結す
　　ることは現時点ではほぼ確定しているというべきである。
一　　従って，都知事において臨海部開発計画を中止することを明言するなどの事態が生
六九　じた場合はともかく，そうでない本件の場合はまさに地方自治法242条が規定する当
　　該行為がなされることが相当の確実さをもって予測される場合に相当するものであ
　　り，監査委員の判断は違法なものである。
　　　仮に本件のように契約対象者を公募し，その当選が発表された時点でも差止の監査
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請求の対象とならないという判断をするならば，実際に事前の差止の監査請求が成立
する余地はほとんどなくな1），地方自治法が事前の差止の監査請求を認めた意味がな
くなってしまうことは明らかである。
　また監査の審理対象としてもすでに価格も，契約内容もかたまっており違法か否か
の判断ができるだけの成熟性を有していることも明らかである。
結論
　よって，原告らは監査結果に不服であるので地方自治法242条の2第1項1号に基
づき，被告東京都知事鈴木俊一が本件契約を締結することの差止を求め本請求に及び
ます。
甲1号証
甲2号証
証拠方法
　東京都職員措置請求書
　監査結果通知
添付書類
1　委任状
2　甲号証
?????
1991年5月15日
　　　　　原告訴訟人代理人
　　　　　　　　弁護士　　　前　　川
　　　　　　　　　同　　　　日　　置
東京地方裁判所御中
????
???
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